
ゼロエミッション東京戦略
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■東京都は、気温上昇を1.5℃に抑えることを追求し、 2050年までに、世界のCO2排出
実質ゼロに貢献する「ゼロエミッション東京」の実現を目指すため、2019年12月に
「ゼロエミッション東京戦略」を策定・公表

■ 「2050年CO２排出実質ゼロ」の実現に向けて2030年までの10年間が極めて重要
（ゼロエミッション東京戦略2020 Update & Report）

都は行動の加速を後押しするマイルストーンとして、2030年までに温室効果ガス排
出量を半減する「カーボンハーフ」を表明するとともに、新たに2030年に向けた社会
変革のビジョン「カーボンハーフスタイル」を提起

➢都内温室効果ガス排出量(2000年比) 30％削減⇒ 50％削減※
➢都内エネルギー消費量(2000年比) 38％削減⇒ 50％削減※
➢再生可能エネルギーによる電力利用割合 30％程度⇒ 50％程度※
➢都内乗用車新車販売⇒ 100％非ガソリン化(2030年まで)
➢都内二輪車新車販売⇒ 100％非ガソリン化(2035年まで)
※温室効果ガス排出量等の目標と施策のあり方については、今後、東京都環境審議会において検討を進めていく予定

●行動の加速を後押しする2030年目標の強化【５目標】



都内家庭部門のエネルギー消費量
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■ 地球温暖化による気候危機の状況が深刻さを増す中、CO2の排出減につながる省
エネの取組はますます重要になっている

■ 都内エネルギー消費量の約3割は家庭部門が占めていることから、家庭における
省エネの取組は、地球温暖化対策には必要不可欠

■ 住宅の中でも熱の出入りの多い窓・ドアの断熱改修は、住宅の省エネ化において、
重要な取組となる

都内エネルギー消費量の部門別構成比
（2019年度速報値）



都内CO2排出状況
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■ 都内CO2排出に占める建物割合
（2017年度速報値）

都内CO２排出量の7割以上は建物由来。
多くのCO２を排出する建物のゼロエミッ

ション化は、世界の都市共通の目標であり、
投資や企業を惹きつける都市であり続ける
ためにも必須

建物は数十年にわたり使用され続けるた
め、今後建築される建物は2050年の東京

の姿を規定。新築・既築すべての建物で、
高いエネルギー効率と再エネの利用、木
材などCO２排出量が少ない資材の全面活
用も不可欠

防災や暑さ・健康対策も踏まえた高い断
熱性能の確保、テレワーク等今後の建物
活用のあり方を考慮することも必要



都内住宅の断熱化の状況
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■ 住宅の省エネで重要な断熱性能
住宅のエネルギー消費は給湯・冷暖房が約７割
→省エネには断熱性能が重要

図1 都における家庭部門のエネルギー消費量の
用途別割合（出典：環境局2016年度速報値）

■ 都内リフォーム実施状況

（出典）平成30年住宅・土地統計調査を基に東京都環境局作成

●水回りの改修や屋根・外壁等の補修を行う改修が中心

●窓や壁等の断熱リフォームは、総数の１割にも満たない。

■ 都内での複層ガラス等の普及率

→２割強に留まる （※全国普及率（約３割）よりも少ない）



断熱による健康への影響

■ 住宅の断熱化は、私達の健康を守るためにも大変重要

●東京の冬季死亡増加率は、北海道の1.6倍●高断熱化により起床時の血圧が低下傾向
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東京都「家庭（住宅）」に対する助成事業
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＋＋

住宅用太陽光発電
初期費用ゼロ促進事業

東京ゼロエミ住宅導入促進事業

自家消費プラン

熱の有効利用促進事業
（窓、ドア）

熱の出入りが大きい窓、ドアの断熱改修に対して補助を実施

熱の有効利用促進事業
（太陽熱、地中熱）

再エネ由来の熱利用機器（太陽熱、地中熱）

に対する補助を実施



家庭における熱の有効利用促進事業について
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住宅の断熱性能を高め「健康で快適な暮らし」へ


